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2026 年 6 月度

当保険商品は、現在、新規のお申し込みをお受けしておりません。
当資料は、特別勘定の運用実績等をご契約者さまへお知らせするための資料であり、生命保険契約の募集および投資信託の勧誘を目的としたもの
ではありません。また、予告なしに当資料の内容が変更、廃止される場合がありますのであらかじめご了承ください。
アクサ生命は、「運用環境の主な状況」などを信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性については、
これを保証するものではありません。また、「運用実績・状況」に係る内容はいかなるものも過去の実績であり、
将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
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〈お知らせ〉
特別勘定の運用関係費の引下げおよび運用収益の向上を目的として、2026年7月以降
に投資信託を以下の通り変更いたします。特別勘定の運用方針の変更はありません。
特別勘定：グローバル株式型
投資信託：「グローバル成長株ファンド」から「アクサ・グローバル・エクイティ・セレクショ
ン」および「セレクション・ジャパン・エクイティ」へ変更
特別勘定の運用関係費：1.2100%程度から0.51155%程度へ変更



特別勘定の種類

特別勘定の運用実績・状況

■ 特別勘定のユニット・プライスの推移

　　※特別勘定のユニット・プライスは特別勘定で利用している投資信託の基準価額とは異なります。

※ユニット・プライスとは、特別勘定の運用実績を把握するための便宜上の参考値で、各特別勘定の運用開始時の値を「100」として指数化したものです。

※騰落率は、当月末における、上記各期間のユニット・プライスの変動率を表しています。

※各特別勘定のユニット・プライスは、アクサ生命ホームページにて各営業日にご確認いただけます。

■ 特別勘定資産の内訳　千円単位

※各特別勘定で利用している国内投資信託は、いずれも「その他有価証券」の項目に含まれています。

※金額の単位未満は切捨てとしました。また、比率については小数点第ニ位を四捨五入しています。
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合計 7,430,903 100.0 1,032,256 100.0

現預金・その他 320,288 4.3 40,605 3.9

その他有価証券 7,110,615 95.7 991,650 96.1

13.74 44.00

グローバル株式型 グローバル債券型

金額 % 金額 %

グローバル債券型 144.00 1.29 1.68 2.24 10.54

3年 設定来

グローバル株式型 676.68 △ 0.58 21.13 7.00 25.20 82.58 576.68

(2026年6月末現在)

特別勘定名
ユニット・プライス 騰落率（%）

2026年6月末 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年

グローバル
債券型

主に世界各国の公社債などに分散投資することによっ
て、中長期的な成長を目指します。原則として、為替
ヘッジは行いません。

アクサ・
グローバル・ボンド

アーキタス・
マルチマネージャー・
ヨーロッパ・リミテッド

※特別勘定の種類、運用方針および委託会社等の運用協力会社は、法令等の改正または効率的な資産運用が困難になる等の理由により、
　　変更されることがあります。なお、委託会社等の運用協力会社については、運用成績の悪化等、当社がお客さまの資産運用に
　　ふさわしくないと判断した場合、変更させていただくことがあります。
※特別勘定には、各種支払等に備え、一定の現金、預金等を保有することがあります。

特別勘定
［ファンド］名

運用方針 主な運用対象の投資信託 投資信託の委託会社

グローバル
株式型

主に世界各国の株式に分散投資することによって、中
長期的な成長を目指します。原則として、為替ヘッジは
行いません。

グローバル成長株
ファンド

アモーヴァ・アセット
マネジメント株式会社

グラフ
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運用環境の主な状況

■ 日本株式市場

■ 外国株式市場

■ 日本債券市場

■ 外国債券市場

■ 外国為替市場

※上記の内容は過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。 2

　米ドル/円相場は前月末比+3.00円の162.39円となりました。米国と日本の長期金利はともに上昇したものの、米国の長期金利の上昇幅
が日本を上回り、日米の長期金利差が拡大したことや、FRBによる利上げ観測が高まったことがドル高の要因となり、ドルは対円で上昇し
ました。

　ユーロ/円相場は前月末比-0.31円の185.35円となりました。欧州の長期金利が低下する一方、日本の長期金利が上昇したことから日欧
の長期金利差が縮小し、ユーロは対円で下落しました。

（2026年6月末現在）

　TOPIX（東証株価指数）は前月末比+0.95%の3,994.76ポイントとなりました。月初は米雇用統計が市場予想を上回ったことを受け、米国の
大型ハイテク関連株を中心に下落し、日本市場にも波及しました。その後は、米イラン紛争を巡る暫定合意を受けて原油価格が下落した
ことが好感され、上昇しました。月末にかけては、AI（人工知能）・半導体関連株を中心に下落したものの、月間では上昇となりました。
　
　日本小型株式市場は下落しました。

　米国株式市場では、NYダウ工業株30種が前月末比+2.52%の52,319.20ドルとなりました。月初は米雇用統計が市場予想を上回ったことを
受けて米国金利が上昇し、大型ハイテク関連株を中心に下落しました。その後は、米イラン紛争を巡る暫定合意を受けて原油価格が下落
したことが好感され、上昇しました。月末にかけては、AI・半導体関連株を中心に下落したものの、ヘルスケアや資本財・サービスセクター
が底堅く推移したことから、月間では上昇となりました。
　
　欧州株式市場では、独DAX指数が前月末-0.43%、仏CAC40指数が前月末比+2.70%となりました。独DAX指数は月初に米雇用統計が市
場予想を上回ったことを受け、半導体関連株を中心に下落しました。その後は、米イラン紛争を巡る暫定合意を受けて原油価格が下落し
たことから上昇しました。月末にかけては、大手自動車メーカーが業績見通しを引下げたことが重荷となり下落し、月間では下落となりまし
た。一方、仏CAC40指数は米イラン紛争を巡る暫定合意を受けて、中旬以降は金融などの景気敏感株を中心に上昇となりました。

　新興国株式市場は下落しました。先進国リート市場は上昇しました。

　10年国債の金利は上昇（価格は下落）し、月末には2.683%となりました（前月末2.667%）。６月の日銀金融政策決定会合では、市場の予
想通り0.25%の利上げが実施され、政策金利は1.0%となりました。また、今後の追加利上げへの警戒感が継続したことから、金利は上昇基
調で推移しました。

　米国債券市場では、米10年国債の金利は上昇（価格は下落）し、月末には4.465%となりました（前月末4.436%）。月初は米雇用統計が市
場予想を上回ったことを受けて金利が上昇しました。また、６月のFOMC（連邦公開市場委員会）では、年内利上げを見込む参加者が増え
たことを受け、FRB（連邦準備制度理事会）による年内利上げ観測が高まりました。その後は、米イラン紛争を巡る暫定合意を受け金利が
低下する場面もありましたが、月間では上昇しました。

　米国ハイ・イールド債券市場は価格が上昇しました。

　欧州債券市場では、独10年国債の金利は低下（価格は上昇）し、月末には2.860%となりました（前月末2.938%）。月初は米雇用統計が市
場予想を上回り米金利が上昇したことに加え、米イラン情勢を巡る懸念を背景とした原油価格の上昇が、金利を押し上げました。その後
は、米イラン紛争を巡る暫定合意を受け金利が低下に転じ、月間では低下しました。



グローバル株式型

［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］ (2026年6月末現在)

グローバル成長株ファンド
アモーヴァ・アセットマネジメント株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額の推移

■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

MSCI-WORLDインデックス（税引後配当込み、円ヘッジなし・円ベース）

■ 株式組入上位10銘柄 銘柄数  60 ■ 資産構成比(%)

■ 株式組入上位5カ国(%)

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。 3

日本を含む世界各国の金融商品取引所上場株式および店頭登録株式を中心に投資を行ない、中長期的な観点から、
日本を含む世界各国の株式市場全体の動き（MSCI-WORLDインデックス（税引後配当込み、円ヘッジなし・円ベース））を上回る投資成
果の獲得を目指します。

73.15 億円 2001年10月2日

% 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 △ 0.46 22.67 8.18 28.56 96.93 939.19

※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資し計算しています。

銘柄 通貨 業種 % 国内株式（先物含む） 5.4

1,000.42

差異 △ 1.26 5.36 △ 4.00 △ 7.10 6.31 △ 61.23

BM 0.81 17.31 12.17 35.67 90.62

92.7

2 ALPHABET INC-CL C アメリカドル メディア・娯楽 6.3 CB 0.0

1 NVIDIA CORP アメリカドル 半導体・半導体製造装置 6.9 外国株式（先物含む）

0.0

4 TAIWAN SEMICONDUCTOR-SP ADR アメリカドル 半導体・半導体製造装置 4.4 現金その他 1.9

3 AMAZON.COM INC アメリカドル 一般消費財・サービス流通 5.0 公社債

5 MICROSOFT CORP アメリカドル ソフトウェア・サービス 3.4

6 BROADCOM INC アメリカドル 半導体・半導体製造装置 3.4

7 ELI LILLY & CO アメリカドル 医薬品・バイオテクノロジー 3.2

8 APPLE INC アメリカドル テクノロジー・ハードウェア 3.0

アメリカ 59.3

10 SK HYNIX INC-GDS-GDR アメリカドル 半導体・半導体製造装置 2.4 2 日本 5.4

9 ASML HOLDING NV ユーロ 半導体・半導体製造装置 2.6 1

3 フランス 4.6

※ 「株式組入上位5ヵ国」「株式組入上位10銘柄」の比率は、マザーファンドの状況で、
　　対純資産総額比です。
　　「資産構成比」はマザーファンドの投資状況を反映した実質の組入比率です。

4 台湾 4.4

5 オランダ 3.7

＜分配金込み基準価額の指数化グラフ＞

(2023年6月30日を100として指数化）
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グローバル債券型

［ご参考　投資信託の運用実績・状況］

アクサ・グローバル・ボンド AXA Global Bond Class I

アーキタス・マルチマネージャー・ヨーロッパ・リミテッド Architas Multi-Manager Europe Limited

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

FTSE世界国債インデックス（円ベース）

■ 基準価額の推移

■ 債券組入上位6銘柄 銘柄数: ■ 債券組入上位5カ国（%）

■ 格付別構成比率（%）

(2026年6月末現在)

主として世界各国の投資適格債（BBB格以上）に分散投資を行うことで、キャピタルリターンとインカムリターンの両面から、中長期的な
トータルリターンの提供を目指した運用を行います。（委託会社は本ファンドの運用についてコルチェスター・グローバル・インベスターズ・
リミテッドを副投資マネージャーに任命しました。）
*当投資信託は、円建アイルランド籍外国投資信託です。

700.00 億円 2026年2月9日 % 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 1.65 2.84 - - - 2.38

2.76

差異 0.32 △0.02 - - - △0.38

BM 1.33 2.86 - - -

※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。また、実際の投資家利回りとは異なります。
※FTSE世界国債インデックスに対する著作権等の知的財産その他一切の権利はFTSE Fixed Income LLCに帰属します。

※設定日を10,000として指数化しています。 (税引前分配金再投資）

89

銘柄 国名 % 1 アメリカ 23.39

11.68

2 US TREASURY N/B - 4.875%  31 Oct 2028 アメリカ 3.67 3 ニュージーランド 9.53

1 US TREASURY N/B - 4%   29 Feb 2028 アメリカ 3.85 2 メキシコ

7.45

4 US TREASURY N/B - 4.125%   31 Jul 2031 アメリカ 3.14 5 インドネシア 6.69

3 POLAND GOVERNMENT BOND - 2%   25 Aug 2036 ポーランド 3.47 4 オーストラリア

5 MEX BONOS DESARR FIX RT - 7.75%   23 Nov 2034 メキシコ 2.69

6 US TREASURY N/B - 4.125%   28 Feb 2027 アメリカ 2.68

AAA 24.52

AA 27.18

A 6.11

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。
※資料中の運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
※特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分（現金等）を加えて構成されています。
   後者の部分については、 利用する投資信託の委託会社の裁量の範囲外となります。 4

BBB 14.10

BB or Lower 0.00

Not Rated 25.25



当保険商品のリスク・諸費用・ご留意いただきたい事項

投資リスクについて

元本欠損が生じる場合があります

諸費用について

その他ご留意いただきたい事項

5

当保険商品の据置（運用）期間中の運用は特別勘定で行われます。特別勘定資産の運用実績に基づいて年金額、
死亡給付金額および解約払戻金額等が変動（増減）します。特別勘定資産の運用は、株式および公社債等の価格
変動と為替変動等にともなう投資リスクがあり、運用実績によってはお受け取りになる年金額や解約払戻金額の合
計額が一時払保険料を下回ることがあります。これらのリスクはすべてご契約者に帰属します。

解約の時期、被保険者の契約年齢等の諸条件により、ご契約者等がお受け取りになる金額の合計額が、払込保険
料の合計額を下回る場合があります。保険会社の業務又は財産の状況の変化により、年金額、給付金額、解約払
戻金額等が削減されることがあります。

項目 目的 費用 ご負担いただく時期

保険関係費

保険契約の締結、維持および管理
等に必要な費用（死亡給付金､災害
死亡給付金を支払うための費用を
含みます。）

特別勘定の資産総額に対し
て年率1.6％

据置（運用）期間中、特別勘
定の資産総額に対して年率
/365日を積立金から毎日控
除します。

資産運用関係費
＊1

特別勘定の管理・運用にかかる費
用（特別勘定の運用対象となる投資
信託の信託報酬等を含みます。）

グローバル株式型
年率1.2100％程度

グローバル債券型
年率0.4500％程度

据置（運用）期間中、各特別
勘定の運用対象となる投資信
託において、信託財産に対し
左記の率を乗じた金額が、信
託報酬として毎日控除されま
す。

当保険商品は、生命保険商品であり投資信託ではありません。また、ご契約者が投資信託を直接に保有されてい
る訳ではありません。特別勘定資産の運用実績は、特別勘定が主な投資対象とする投資信託の運用実績とは異な
り、一致するものではありません。これは、特別勘定は投資信託のほかに、保険契約の異動等に備えて一定の現預
金等を保有していることや、積立金の計算にあたり投資信託の値動きには反映されていない保険にかかる費用等
を特別勘定資産から控除していることなどによるものです。当保険商品の詳細につきましては、「契約締結前交付書
面（契約概要/注意喚起情報）」（「特に重要なお知らせ（注意喚起情報）」）「ご契約のしおり・約款」「特別勘定のしお
り」などをご覧ください。ご契約の時期によっては、書面の種類や名称などが異なる場合があります。

契約管理費
基本保険金額が100万円未満のご
契約に対し、保険契約の維持、管理
に必要な費用

毎月500円

ご契約時は一時払保険料か
ら、以降の据置（運用）期間中
は月単位の契約応当日始に
積立金から控除します。

解約控除
解約または減額するときに必要な費
用

積立金額に対して10％～1％
（経過年数に応じ）

解約時に積立金（減額時は減
額に相当する積立金）から控
除します。

年金管理費
＊2 年金の支払・管理等に必要な費用 支払年金額に対して1％

年金支払開始日以降、年金
支払日に控除します。

*1　資産運用関係費は将来変更されることがあります。
*2　年金支払特約、年金支払移行特約によりお受け取りいただく場合は、記載の費用は上限です。年金管理費は、将来変更される可能性があります。

その他お客さまにご負担いただく手数料には、信託事務の諸費用等、有価証券の売買委託手数料および消費税等の税金がかかりますが、費用の発生前に金
額や割合を確定することが困難なため表示することができません。また、これらの費用は各特別勘定がその保有資産から負担するため、基準価額に反映するこ
ととなります。したがって、ご契約者はこれらの費用を間接的に負担することとなります。


